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衆議院選挙結果を受けて 

公立学校教員に残業代支給を検討 
 「公立学校教員に残業代を支給する案が政府内で浮上、関係省庁が検討を始めた」と4日付東京新聞が報じました。3日に共同通

信が配信したニュースがベースの記事です。 

 もし給特法の「教職調整額」を廃止し、時間外労働に応じた賃金を支払うということになれば、記事のとおり「抜本的な制度転換」

となります。「新たな案が浮上したのは与党過半数割れの影響もあったとみられる」としている点も重要です。ただし、「調整は難航

が予想される」「現行制度に基づく教職調整額の増額にとどまる可能性もある」と慎重な姿勢も見られます。 

 ただし、根本的な解決策である「教員増」にはまったく触れられていません。予算を増やすのではなく「業務管理の徹底」によっ

て過重労働を抑制する、とも読み取れます。政府が狙っているのは「固定残業代」の導入であり、むしろ財政負担を減らすことにつ

ながりかねない、と警鐘を鳴らす識者の反応もあります。年末の予算編成に向けて、状況を注視する必要があります。 

「私学の無償化」声をあげれば実現できる情勢に 
 一方で、「私学の無償化」は実現するのか。選挙公約ではほぼすべての政党が「高校無償化」を掲げ、とくに立憲民主党、共産党、

そして与党の公明党も「所得制限の撤廃」を明言しています。全国私教連の政策提言「年収910万未満世帯まで直近の授業料平均

額」を実現するのに必要な財源は試算によれば約1100億円。記事にある教職調整額増額に約5580億円、公立教員の残業代支給

に約 9000 億円、これらに比べても少ない額です。投票日直前には毎日新聞が「野党追い風で実現しそうな政策」のひとつとして

「高校授業料が完全無償化？」とも報じています。「教育を受ける権利は平等に」「公私とも授業料を完全無償に」の訴えを強め、す

べての会派の国会議員に「公約の実現を」と迫る議員要請活動がとくに重要になっています。 

 

 
 

私学助成署名の中間集約の結果を本部に報告してください。 

２０２５私学要求アンケートを広く集めましょう。１１月２９日（金）までに郵送を。 

未組合員、未加盟校にも声をかけて、署名や集会への参加を呼びかけましょう。 
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